
（単位：千円）

22年度 21年度

予算額 変更予算額

千円 千円 千円

Ⅰ　収入の部 　

　１．会費収入 430,000 412,557 17,443 固定会費（均等割、純資産割、登録外務員割をぞれぞれ1/3とする）　

・均等割　　1社あたり年額　   819千円×35社＝28,665千円･･･①

・純資産割　階層区分を50億円以上、20億円以上50億円未満、20億円　

　未満の3区分として設定し、それぞれの階層における負担比率を4:3

　:2とし、1社あたりの年額を算出。

　　50億円以上　　　　　1,071,600円×11社＝11,787,600円･･･②

　　20億円以上50億円未満　803,700円×15社＝12,055,500円･･･③

　　20億円未満　　　　　　　535,800円×9社＝4,822,200円･･･④

　　　　　　　　　　　　②＋③＋④＝28,665,300円≒28,667千円

・登録外務員割　階層区分を150名以上、50名以上150名未満、50名未満

　の3区分として設定し、ぞれぞれの階層における負担比率を4:3:2とし

　1社あたりの年額を算出。

　　150人以上　　　　　　 1,158,400円×8社＝9,267,200円･･･⑤

　　50人以上150人未満   　868,800円×13社＝11,294,400円･･･⑥

　　50人未満　　　　　　   579,200円×14社＝8,108,800円･･･⑦

　　　　　　　　 　　　　⑤＋⑥＋⑦＝28,670,400円≒28,667千円

定率会費　

［予納単価］委託玉、自己玉とも＠10.8円。但し次の取引については

　　　　　　売買枚数に下記をそれぞれ乗じて算出する。

＊関西取・冷凍えびについては売買の2分の1

  関西取・米国産大豆、粗糖については売買の4分の１

＊東工取・金ﾐﾆ、白金ﾐﾆについては売買の4分の１

＊東穀取・一般大豆については売買の2分の１

　　　＠10.8円×32,000千枚（年間）≒344,000千円･･･⑧

固定会費＋定率会費収入計（①～⑧）　430,000千円

　２．特別会費収入 39,500 0 39,500 特別会費

登録外務員数の階層区分に基づき、均等分30％、外務員数比例分70％と

し、それぞれの階層における負担比率を4:3:2として1社あたりの年額を

算出。

150人以上　 　（338,600円＋1,536,100円）×8社＝14,997,600円･･･①

50人以上150人未満(338,600円＋709,000円)×13社＝13,618,800円･･･②

50人未満     　（338,600円＋438,900円）×14社＝10,885,000円･･･③

　　　　　　　　　　　　　　①＋②＋③＝39,501,400円≒39,500千円

 

　３．商品取引事故確認手数料収入 1,130 1,070 60 大臣確認手数料

　 　＠10,000円× 30件＝　300千円･･･①

　 あっせん・調停確認書発行手数料

　＠10,000円× 53件＝  530千円･･･②

苦情処理確認書発行手数料

　＠10,000円× 30件＝  300千円･･･③

商品取引事故確認手数料収入計　①＋②＋③＝1,130千円

　４．あっせん・調停申出手数料収入 540 0 540 あっせん・調停申出手数料（顧客負担）

　＠10,000円× 54件＝ 540千円･･･①

　５.あっせん・調停期日手数料収入 4,435 3,950 485 期日手数料（第1回期日は会員負担、第2回期日以降は当事者折半）

　＠50,000円× 77回＝3,850千円…①

 　＠30,000円× 16回＝　480千円…②

　＠15,000円× ７回＝  105千円…③

期日手数料合計　①＋②＋③＝4,435千円

　６．あっせん・調停成立手数料収入 1,830 0 1,830 あっせん・調停成立手数料（顧客負担）

　＠ 10,000円× 18件＝ 180千円･･･①

　＠ 50,000円× 17件＝ 850千円･･･②

　＠100,000円× ３件＝ 300千円･･･③

　＠200,000円× １件＝ 200千円･･･④

平　成　22　年　度　収　支　予　算　書（案）　 収　支　明　細　
平成22年４月１日から平成23年３月31日まで

科　　　目 増　減 摘　　　　　　　　　要



22年度 21年度

予算額 変更予算額

千円 千円 千円

　＠300,000円× １件＝ 300千円･･･⑤

あっせん・調停申出手数料合計　①＋②＋③＋④＋⑤＝1,830千円

　７．受講・受験料収入 7,900 16,175 △8,275 受講料   ＠20,000円×   70人＝　1,400千円･･･①

 　　　 　＠10,000円×　500人＝  5,000千円･･･②

受験料   ＠ 6,000円×  160人＝    960千円･･･③

ﾃｷｽﾄ代　 ＠ 2,700円×  200人＝    540千円･･･④　

受講・受験料収入計　①＋②＋③＋④＝7,900千円

　８．登録料収入 3,638 6,058 △2,420 登録料（新規）　＠2,700円×  290人＝   783千円･･･①

登録料（更新）　＠2,700円×　650人＝ 1,755千円･･･②

外務員証発行料　＠1,000円×1,100人＝ 1,100千円･･･③

登録料収入計　①＋②＋③＝3,638千円

 

　9．上級外務員認定受験料収入 200 200 0 受験料等　＠10,000円×　20人＝ 200千円

　10．雑収入 50 1,079 △1,029 コピー代他

　11．過怠金収入 0 53,000 △53,000

　12．退職給付引当金取崩収入 3,395 53,279 △49,884 職員退職に伴う取崩収入

　13．運営準備積立金（過怠口）取崩収入 53,000 139,950 △86,950 運営準備積立金（過怠金口）から運営準備積立金（一般口）へ振替

　14．運営準備積立金（一般口）取崩収入 50,000 83,000 △33,000 運営準備積立金の取崩

　15．敷金・保証金戻入収入 10,464 23,505 △13,041 本部敷金一部戻入れ及び関西支部敷金戻入れ

当期収入合計（Ａ） 606,082 793,823 △187,741

前期繰越収支差額 0 41,017 △41,017

収入合計（Ｂ） 606,082 834,840 △228,758

科　　　目 増　減 摘　　　　　　　　　要



科　　目
22年度 21年度

増　減 摘　　　　　要
予算額 変更予算

千円 千円 千円

Ⅱ　支出の部

１．事業費 311,842 365,975 ▲ 54,133

　⑴自主規制事業費 124,923 132,450 ▲ 7,527 ＊会員に法令等の遵守を指導するための事業に必要な経費

　

　⑵相談・紛争処理等事業費 105,626 137,963 ▲ 32,337 ＊商品取引に係る苦情相談、紛争解決のあっせん・調停業務

　を実施するために必要な経費

　⑶外務員研修等事業費 81,293 95,562 ▲ 14,269 ＊外務員研修、資格試験及び外務員登録の実施に必要な経費

２．事務所費 201,740 275,915 ▲ 74,175 ＊日本商品先物取引協会事務一般に必要な経費

３．運営準備金積立預金 53,000 139,950 ▲ 86,950

　（一般口）支出

４．運営準備金積立預金 0 53,000 ▲ 53,000

　（過怠金口）支出

５．外務員登録等システム 39,500 0 39,500

　　更新特別費

６．予備費 0 0 0

当期支出合計 606,082 834,840 ▲ 228,758


